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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期
第１四半期
連結累計期間

第53期
第１四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成28年10月１日
至平成29年９月30日

売上高 （千円） 879,529 925,005 3,808,210

経常利益 （千円） 50,818 74,417 249,884

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 30,349 49,995 175,278

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 43,577 44,206 175,907

純資産額 （千円） 2,192,115 2,317,827 2,324,433

総資産額 （千円） 3,295,950 3,653,553 3,397,697

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 23.39 34.44 124.06

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.5 63.4 68.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の政策運営の動向や地政学的リスク等、海外情勢の影響

による先行き不透明感は依然として残るものの、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費に持ち直しの動きが見ら

れるなど、緩やかな回復基調が継続しました。

　建設業界においては、民間設備投資が良好な企業収益を背景に漸増傾向にあり、公共投資についても安定的に推

移しております。また、東京五輪の開催に向けた動きが本格化するなど、地合いは引き続き良好であります。一方

で、建設業就業者数の減少及び高齢化は年々進行しており、労働力の確保が課題化しております。

　このような状況の下で、当社グループは、継続的な収益が見込める案件を受注するとともに、営業エリアの拡大

を進め、より多くの人々に癒やしとうるおいを提供すべく、大型の緑化案件の受注に注力しました。また、ステー

クホルダーへの更なる利益還元のため、労働環境を改善し、業務をより効率化することで、事業の収益性の向上に

努めてまいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は925,005千円（前年同四半期比5.2％増）、営業利益は72,475

千円（前年同四半期比190.3％増）、経常利益は74,417千円（前年同四半期比46.4％増）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は49,995千円（前年同四半期比64.7％増）となりました。

　なお、当社グループは造園緑化事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて255,856千円増加し、3,653,553千円

となりました。これは主に販売用不動産が44,503千円減少したものの、現金及び預金が286,535千円増加したこと

によるものであります。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べて262,462千円増加し、1,335,725千円と

なりました。これは主に短期借入金が200,000千円、未成工事受入金が68,092千円増加したことによるものであり

ます。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて6,606千円減少し、2,317,827千円と

なりました。これは主にその他有価証券評価差額金が5,789千円減少したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,451,800 1,451,800
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株

であります。

計 1,451,800 1,451,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 1,451,800 － 292,167 － 233,465

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,451,300 14,513 －

単元未満株式 普通株式　　　　500 － －

発行済株式総数 1,451,800 － －

総株主の議決権 － 14,513 －

　（注）　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式10株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　（注）当社所有の自己株式10株はすべて単元未満株式であるため、上記には含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年10月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成29年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,702,359 1,988,894

受取手形・完成工事未収入金 564,940 530,723

未成工事支出金 70,030 106,913

販売用不動産 44,503 －

繰延税金資産 20,249 7,910

未収還付法人税等 13,461 13,980

その他 26,305 41,068

貸倒引当金 △2,939 △2,661

流動資産合計 2,438,910 2,686,830

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 126,834 125,108

土地 480,954 480,954

その他（純額） 16,001 15,433

有形固定資産合計 623,790 621,496

無形固定資産 7,624 7,997

投資その他の資産   

投資有価証券 152,354 145,001

繰延税金資産 9,746 12,888

保険積立金 37,437 37,437

その他 138,672 152,741

貸倒引当金 △10,839 △10,839

投資その他の資産合計 327,372 337,229

固定資産合計 958,787 966,723

資産合計 3,397,697 3,653,553

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 300,678 335,015

短期借入金 200,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 40,080 40,080

未払法人税等 39,170 14,161

未成工事受入金 71,551 139,644

賞与引当金 25,559 2,861

完成工事補償引当金 11,015 11,220

その他 123,981 138,762

流動負債合計 812,035 1,081,745

固定負債   

長期借入金 94,720 84,700

繰延税金負債 3,551 4,168

役員退職慰労引当金 131,068 132,780

退職給付に係る負債 27,546 28,296

その他 4,341 4,033

固定負債合計 261,227 253,980

負債合計 1,073,263 1,335,725
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成29年９月30日）
当第１四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 292,167 292,167

資本剰余金 233,465 233,465

利益剰余金 1,785,761 1,784,944

自己株式 △10 △10

株主資本合計 2,311,383 2,310,566

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13,050 7,260

その他の包括利益累計額合計 13,050 7,260

純資産合計 2,324,433 2,317,827

負債純資産合計 3,397,697 3,653,553
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成28年12月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 879,529 925,005

売上原価 674,996 672,190

売上総利益 204,532 252,815

販売費及び一般管理費 179,563 180,339

営業利益 24,969 72,475

営業外収益   

受取配当金 794 1,769

受取地代家賃 1,230 1,922

保険返戻金 33,562 －

その他 2,720 309

営業外収益合計 38,307 4,001

営業外費用   

支払利息 602 705

株式交付費 2,098 －

株式公開費用 9,119 －

不動産賃貸費用 622 1,312

その他 15 40

営業外費用合計 12,457 2,058

経常利益 50,818 74,417

税金等調整前四半期純利益 50,818 74,417

法人税、住民税及び事業税 20,223 12,232

法人税等調整額 246 12,189

法人税等合計 20,469 24,422

四半期純利益 30,349 49,995

親会社株主に帰属する四半期純利益 30,349 49,995
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年10月１日
　至　平成28年12月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 30,349 49,995

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,227 △5,789

その他の包括利益合計 13,227 △5,789

四半期包括利益 43,577 44,206

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 43,577 44,206
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 4,098千円 4,041千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年12月22日

定時株主総会
普通株式 30,450 30 平成28年９月30日 平成28年12月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年12月22日

定時株主総会
普通株式 50,812 35 平成29年９月30日 平成29年12月25日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、造園緑化事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 23円39銭 34円44銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 30,349 49,995

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
30,349 49,995

普通株式の期中平均株式数（株） 1,297,365 1,451,790

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成30年2月13日

株式会社岐阜造園  

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水上　圭祐　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今泉　　誠　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社岐阜造園

の平成29年10月1日から平成30年9月30日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成29年10月1日から平成29年12

月31日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成29年10月1日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社岐阜造園及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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